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白石町分別収集計画 

 

令和４年６月９日 

 

１ 計画策定の意義 

 

利便性を重視した生活をするため、使い勝手がよいものの多くがプラスチック

で作られ、消費し捨てられている。しかし、プラスチックごみが問題となってい

る今日、利便性を重視したライフスタイルを改めて将来を見据えた社会づくりを

考えていくことが求められる。 

本町では、現在、一般廃棄物の最終処理は佐賀県西部広域環境組合が策定したご

み処理広域化基本計画に基づき、さが西部クリーンセンターで行っており、本町の基

本理念「人と大地がうるおい輝く豊穣のまち」づくりを推進するためには、恵まれ

た自然環境の保全に努めながら環境負荷をできる限り低減した循環型社会を形成し

ていく必要がある。 

本計画はこのような状況のなか、一般廃棄物の大きな割合を占める容器包装廃棄

物を分別収集し、かつ地域における容器包装廃棄物の３Ｒであるリデュース（廃棄

物の発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再生利用）を推進することに

より、最終処分量の削減と環境負荷の低減を図るため、容器包装に係る分別収集及

び再商品化の促進等に関する法律（以下「法」という。）第８条に基づいて本町が

行う具体的な推進方法と町民・事業者・行政それぞれが一体となって取り組むべき

方針を示したものである。 

本計画の推進により、容器包装廃棄物の３Ｒを推進するとともに、もって、廃棄

物の減量や最終処分場の延命化、温室効果ガスの削減、資源の有効利用が図られ、

循環型社会の形成が図られるものである。 

 

 

２ 基本的方向 

 

本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。 

・ごみの排出抑制、リサイクルを基本とした地域社会づくり 

・全ての関係者が一体となった取組みによる環境負荷の低減 

・環境教育の充実 

 

 

３ 計画期間 

 

本計画の計画期間は令和５年４月を始期とする５年間とし、令和７年度に見直

す。 
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４ 対象品目 

 

本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製

容器（無色、茶色、その他）、段ボール、紙製容器包装、ペットボトルを対象と

する。 

 

 

５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み   (法第８条第２項第１号) 

 

 
令和 

5 年度 

 

6 年度 

 

7 年度 

 

8 年度 

 

9 年度 

容器包装廃棄物 1,241ｔ 1,234ｔ 1,228ｔ 1,222ｔ 1,216ｔ 

 

 

６ 容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するための方策に関する事項 

(法第８条第２項第２号) 

 

容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するため、以下の方策を実施する。実施に当

たっては、町民・事業者・行政がそれぞれの立場から役割を分担し、相互に協力・

連携を図ることが重要である。 

（１）ごみ減量のため町民・事業者・行政の連携体制の構築 

・買い物袋の持参の促進 

マイバッグ等の推進により、繰り返し使える買い物袋の持参を促進し、レジ

袋の使用を削減する。 

  ・無料提供のプラスチック製品の受け取り辞退 

   プラスチック資源循環促進法で削減対策が義務化されたプラスチック製品１

２品目（ストロー、スプーン、ハンガー等）の受け取り辞退の推進 

・簡易包装の促進 

簡易包装やノー包装への働きかけを推進し、包装紙等の使用を削減する。 

・ごみを増やさない買い物の推進 

使い捨て商品の購入を控え、繰り返し使用可能な容器に入った商品や詰め替

え商品の販売・購入を促進し、容器等の使用を削減する。 

・拠点回収・店頭回収の促進 

リターナブル容器の販売店での回収と、スーパーマーケット等で行われてい

る古紙・食品トレー等の店頭での回収を促進する。 

・ごみ・リサイクルに関するわかりやすい情報提供 

「分別収集カレンダー」、「家庭ごみの分け方・出し方」を作成・配付及び

町報やホームページ、ケーブルテレビ等での分別収集の周知徹底、環境への
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負荷の低減と資源・ エネルギーの効率的な回収を図る。 

（２）循環型社会に向けた環境づくり 

・環境教育、啓発活動の充実 

学校や地域社会の場における副読本等を活用した環境教育、学校教育・生涯

学習等と連携し、町民が幅広い年齢層で自発的に３Ｒ教育・学習を行えるよ

う支援していくとともに、ごみの減量に対する理解と関心を深め、取り組み

を促すような３Ｒ教育・学習を推進する。 

・ごみ処理に関する情報の共有化 

町民・事業者・行政の三者におけるごみ処理に関する情報の共有化を図るた

め、職員が地域団体等に出向いて情報提供、情報交換を行う機会を拡充する

ほか、広報誌等でのＰＲ、さが西部クリーンセンター等のごみ処理施設の見

学会などの機会を活用し、ごみ排出量の増大、最終処分場のひっ迫、処理経

費の高騰等、ごみ処理の厳しい状況についての情報を提供し認識を深めても

らう。 

 

 

７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収

集に係る分別の区分                 (法第８条第２項第３号) 

 

最終処分場の残余容量、廃棄物処理施設の整備状況及び再商品化計画等を総合

的に勘案し、分別収集をする容器包装廃棄物の種類を下表左欄のように定める。 

また、町民の協力度、収集機材、選別施設等を勘案し、収集に係る分別の区分

は、下表右欄のとおりとする。 

 

分別収集をする容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 

主としてスチール製の容器 

主としてアルミ製の容器 
カン 

主として 

ガラス製の容器 

無色のガラス製容器 

茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容器 

ビン 

主として段ボール製の容器 段ボール 

主として紙製の容器包装であって上記以外のも

の 
段ボール以外の紙製の容器包装 

主としてポリエチレンテレフタレート（PET）

製の容器であって飲料、しょうゆ等を充てんす

るためのもの 

ペットボトル 
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８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容

器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み 

(法第８条第２項第４号) 

 

 
令和 

5 年度 

 

6 年度 

 

7 年度 

 

8 年度 

 

9 年度 

主としてスチール
製の容器 

6.8t 6.7t 6.6t 6.5t 6.4t 

主としてアルミ製
の容器 

8.2t 8.0t 7.9t 7.8t 7.6t 

無色のガラス製容

器 

(合計) 

26.4t 

(合計) 

25.9t 

(合計) 

25.4t 

(合計) 

25.1t 

(合計) 

24.7t 

(引渡量) 

 26.4t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 25.9t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 25.4t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 25.1t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 24.7t 

(独自処理量) 

  0t 

茶色のガラス製容
器 

(合計) 

34.2t 

(合計) 

33.6t 

(合計) 

33.0t 

(合計) 

32.5t 

(合計) 

31.9t 

(引渡量) 

 34.2t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 33.6t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 33.0t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 32.5t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 31.9t 

(独自処理量) 

  0t 

その他のガラス製
容器 

(合計) 

14.5t 

(合計) 

14.2t 

(合計) 

13.9t 

(合計) 

13.7t 

(合計) 

13.5t 

(引渡量) 

 14.5t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 14.2t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 13.9t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 13.7t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 13.5t 

(独自処理量) 

  0t 

主として段ボール

製の容器 
28.9t 28.4t 27.9t 27.4t 27.0t 

主として紙製の容
器包装であって上
記以外のもの 

(合計) 

6.0t 

(合計) 

5.9t 

(合計) 

5.8t 

(合計) 

5.7t 

(合計) 

5.6t 

(引渡量) 

  0t 

(独自処理量) 

 6.0t 

(引渡量) 

  0t 

(独自処理量) 

 5.9t 

(引渡量) 

  0t 

(独自処理量) 

 5.8t 

(引渡量) 

  0t 

(独自処理量) 

 5.7t 

(引渡量) 

  0t 

(独自処理量) 

 5.6t 

主としてポリエチ
レンテレフタレー

ト（PET）製の容器
であって飲料、し
ょうゆその他主務

大臣が定める商品
を充てんするため
のもの 

(合計) 

33.1t 

(合計) 

32.5t 

(合計) 

32.0t 

(合計) 

31.5t 

(合計) 

31.0t 

(引渡量) 

 33.1t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 32.5t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 32.0t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 31.5t 

(独自処理量) 

  0t 

(引渡量) 

 31.0t 

(独自処理量) 

  0t 
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９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容

器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込みの算

定方法 

  

  特定分別基準適合物等の量及び容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する

主務省令で定める物の量の見込み 

   ＝ 直近年度（令和３年度）の分別基準適合物の収集実績×人口変動率       

 

令和３年度実績                   （単位：ｔ） 

分別収集をする容器包装廃棄物の種類 収集量 

主としてスチール製の容器 8.4 

主としてアルミ製の容器 10.1 

無色のガラス製容器 27.4 

茶色のガラス製容器 35.5 

その他のガラス製容器 15.0 

主として段ボール製の容器 30.0 

主として紙製の容器包装であって上記以外のもの 6.2 

主としてポリエチレンテレフタレート（PET）製の

容器であって飲料、しょうゆ等を充てんするため

のもの 

34.4 

 

 

  また、人口変動率は白石町人口ビジョンの人口推計値を基に、次のとおり設定

した。 

令和 3 年度 

(基準年度) 
令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

22,195 人 21,383 人 20,989 人 20,615 人 20,292 人 19,974 人 

 96.34％ 94.57％ 92.88％ 91.43％ 89.99％ 

※上段：推計（令和 3 年度のみ実績値） 

 下段：対基準年度比 
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10 分別収集を実施する者に関する基本的な事項     (法第８条第２項第５号) 

 

分別収集をする容器 

包装廃棄物の種類 

収集に係る 

分別の区分 
収集段階 

選別保管等 

段階 

主としてスチール製の

容器包装 
カン 委託業者による定期回収 委託業者 

主としてアルミニウム

製の容器包装 

無色のガラス製容器 

ビン 委託業者による定期回収 委託業者 茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容器 

主として段ボール製の

容器包装 
段ボール 公共施設等拠点回収 指定業者 

主として紙製の容器包

装であって上記以外の

もの 

紙製容器包装 公共施設等拠点回収 指定業者 

主としてポリエチレン

テレフタレート（ P E

T）製の容器であって

飲料、しょうゆ等を充

てんするためのもの 

ペットボトル 委託業者による定期回収 委託業者 
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11 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項    (法第８条第２項第６号) 

 

町の委託業者等の民間ストックヤード施設で選別、圧縮・保管する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

分別収集をする容器包装 

廃棄物の種類 

収集に係る 

分別の区分 
収集容器 収集車 中間処理 

主としてｽﾁｰﾙ製の容器包装 

カン 袋 

 

2tﾊﾟｯｶｰ 

 

民間処理業者 

(選別･圧縮) 
主としてｱﾙﾐﾆｳﾑ製の容器包装 

無色のｶﾞﾗｽ製容器 

ビン 袋 2tﾄﾗｯｸ 
民間処理業者 

(選別･保管) 
茶色のｶﾞﾗｽ製容器 

その他のｶﾞﾗｽ製容器 

主として段ﾎﾞｰﾙ製の容器包装 段ボール 

縛る 4t深ﾎﾞﾃﾞｨｰ 
民間処理業者 

(圧縮･梱包) 主として紙製の容器包装であ

って上記以外のもの 
紙製容器包装 

主としてﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾃﾚﾌﾀﾚｰﾄ（PE

T）製の容器であって飲料、

しょうゆ等を充てんするため

のもの 

ペットボトル 袋 2tﾊﾟｯｶｰ 
民間処理業者 

(圧縮･梱包) 
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12 その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項 

 

 

・町民や事業者の意見、要望を反映させ、容器包装廃棄物の分別収集を円滑かつ効

率的に進めていくため、町民や事業者、行政からの委員で構成された環境保全推

進協議会を設置し、推進体制を整備する。また、地域リサイクル活動を推進して

いくため、環境保全推進員制度を導入し、拠点回収所に資源ごみの分別を手助け

する指導員を１人ずつ配置する。 

 

・各地区の駐在員、各団体等地域住民の協力を得て行う資源物回収については、報

償費支給等の支援をし、資源物の有効利用とともに分別収集の意識の向上に努め

る。 

 


